
	 第４節	 小括
本章では、企業への調査を基に賃上げしている企業の特徴等を確認するとともに、今後の賃

上げに向けた方向性や、最低賃金と同一労働同一賃金が賃金に及ぼす影響を分析した。
まず、賃上げ企業の特徴についてみると、企業は足下だけではなく先行きの業績も踏まえて

賃金を決定しており、業績やその見通しが高いほど賃金を上げている傾向が強いことを確認し
た。加えて、価格転嫁と賃上げの状況についても分析し、価格転嫁を行いやすい企業ほど賃金
を上昇させる傾向があることも分かった。賃金制度と賃上げの関係についても、今後「職務
給」を重視しようとしている企業ほど、賃上げに積極的であり、人手不足感が比較的弱くなっ
ている可能性が示唆された。
次に、スタートアップ等の新規開業、転職によるキャリアアップ、非正規雇用労働者の正規

雇用転換の３つの観点から今後の方向性を確認した。新規開業についてはＯＥＣＤ諸国で比較
すると、新規開業と生産性上昇率、賃金増加率の間には正の相関がある一方で、我が国では開
業率が低く、これには社会的な風潮が影響している可能性があることが分かった。このため、
ニーズの強いマッチング支援や、起業が不利にならない仕組みの構築等の起業を行いやすい環
境整備を行っていく必要があることを指摘した。また、転職については、転職して２年程度経
過すると年収が大きく増加する確率が上昇すること、転職により生活の満足度や仕事へのモチ
ベーションが上昇すること等、転職による正の効果がある可能性を示した。その上で、転職の
希望は底堅いものの、転職が実現できていない理由として、希望する処遇と求人とのミスマッ
チや、自分の職務経験やキャリアへの理解不足のほか、特に中高年層では、勤務環境を変える
ことに対する不安等があることから、希望する人の転職を支援するため、ジョブ・カードの活
用やハローワークを通じた就職相談、job-tagを通じた職業に必要なスキルやその職業の性質
の見える化等に取り組む必要があることを指摘した。さらに非正規雇用労働者の正規雇用転換
は、年収を大きく増加させる効果があるほか、自己啓発やキャリア見通しにも望ましい影響が
生ずる可能性があることから、まずは希望する人の正規雇用転換を促すことが重要であること
を確認した。
最後に、最低賃金引上げと同一労働同一賃金が賃金に及ぼす影響について分析した。最低賃

金については、特に最低賃金＋75円以内のパートタイム労働者割合を上昇させる可能性があ
るほか、最低賃金１％の引上げは、パートタイム労働者下位10％の賃金を0.8％程度、中位層
においても0.7％程度引き上げる可能性があることが分かった。また、同一労働同一賃金の施
行は、正規・非正規雇用労働者の時給差を約10％縮小させた上、非正規雇用労働者に対して
賞与を支給する事業所の割合を約５％上昇させた可能性が確認できた。
このように、最低賃金制度や同一労働同一賃金は、賃金水準や賃金分布に対して様々な影響

を及ぼしうるものであることが分かった。重要なことは、「持続的な賃上げ」を通じて労働者
の生活の向上を図ることであり、労使の議論を踏まえつつ、政府全体としても、賃金の底上げ
や生産性向上に向けた取組を進めていくことが求められる。
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第３章　持続的な賃上げに向けて




